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ドイツにおける「経営者資本主義」と「監査役

　　　　Aufsichtsrat」制度　1884～1930

福　臆　　健

　　　　I「協調的経営者資本主義」と株式会社組織一問題限定

　ドイッにおける近代的大企業体制の展開を特徴づけて，A．D．チャンドラ

ーは「協調的経営者資本主義」1）と呼ぶ．アメリカ資本主義とあい並んでド

イッ資本主義は，大企業組織による管理的調整を職業的専門経営者が担うと

ころの，ダイナミヅクな産業企業の体制を形成して世界経済を牽引した．こ

の発展は1880年代から1930年に及ぶほぼ半世紀間のうちに完成された．し

かしながらアメリカの大企業体制が企業間競争の論理にもとづいて進展した

のとは対照的に，ドイツでは企業間協調を基軸として展開したところに両者

の差巽が見出される．それを象徴するのは，周知のように，一方におけるカ

ルテル（トラスト）禁止と他方におけるカルテル容認であった．市場におけ

る企業行動の原理は，両国において異ならざるをえないこととなる．これに

もとづいてチャンドラーは，アメリカが「競争的経営者資本主義」を達成し

て世界経済に覇をとなえたのに対し，ドイツの場合を「協調的」と特徴づけ

っっ，ともに「経営者資本主義」の進展を先導したとしているのである．

　ドイッとアメリカの相異の原因，ドイツの「協調」の論理の根拠はどこに

もとめられるのであろうか。チャンドラーは市場，資金調達方法（これも市

場の問題）などの経済的要因とともに，法制度や教育システムなどピ示され

た文化的要因の作用を指摘する2〕．なかでも輸出市場への依存が重視され，

また産業金融をひろげた銀行の利害が企業間協調を志向する作用も大きいと

する。とはいえ，チャンドラーの分析においてドイツの「協調」性の根拠は
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未だ十分に解明されているとはみられず，多くは論点の開示にとどまってお

り，今後に豊かな課題が残されているといってよい・

　本稿では，企業の法的環境の側面に暑目し，「協調的経営者資本主義」形

成とのかかわりについてささやかな考察を試みたいとおもう・そのさい・さ

しあたって考察の対象を株式会社の監査役Aufsichtsrat制度に限定し・こ

のドイツ株式会社組織を特徴づけた会社機関が果した歴史的役割を，できる

かぎり比較史的な視点にそくしてあとづけてみたい．

　ドイツにおいて大企業体制が経営者資本主義への道程を歩んだとされる

1880年代からの半世紀は，1884年の株式法（いわゆる第二株式改正法）か

ら1930年の株式法改正の本格化（1930年改正株式法第一草案）にいたる株

式会社・株式法の厳格準則主義の時期Periode　der　erschwerten　Nomati－

vbestimmungenヨ）と時期的に全く重り合づている．ドイツ株式法は1870

年の株式法改正法（いわゆる第一改正法）によウて準則主義を確立したが，

1873年恐慌の経験をふまえた第二改正法によって最も整備された株式会社

法を実現し，大陸法を代表する近代株式会社法史上の標柱と目されている4）・

この1884年の第二改正法DiezweiteAktiemovelleはそのごいく度かの補

充的立法や1897年の商法典の成立においても殆んどそのまま受け弾が払

ここにドイッ株式法の骨格が確立せられたのであった．

　1884年法の制定意図には会社濫設の防止，株主・債権者の保護が明らか

であるが，しかしその内容において鮮明に規定されているのは会社機関であ

り，そこに本法の特質が認められるのである．すなわち，基本的方向におい

て，会社の意思形成機関としての総会Generalversamm1mg，業務執行機

関としての取締役Vorstand，監督機関としての監査役Aufsichtsratの三

機関の権限を相互に載然と峻別し，それを明確に制度化した・とくに業務実

行のコントロールを最重要機能と定められた監査役を必置のものとして義務

づけ，会社理事機関あるいは業務指導における取締役と監査役の二層制

Dualsystemを樹立した点はドイツ法独自の構成であり5）・他に例をみない・

英米法における取締役Directorや仏法の管理役（取締役）consei1d’admin－
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iStrati㎝がいずれも一層制であるのにたいしていちぢるしい対照をなして

いる．したがって，ここではこの形式をととのえた二層制の企業管理が「経

営者資本主義」，具体的にドイッ型「協調的経営者資本主義」の展開にどの

ような意義をもったか，両者の適合的関連如何が問題となるだろう．これを

1880年代から1930年にいたる時期について監査役の制度の仕組みと実態を

通じて検討することに課題を限定する6）．

　A．D．チャンドラーは，近年，大企業体制を生み，またそれによって促進

される「組織能力」Organizationa1Capabilitiesの意義を強調している7〕

が，それはいわゆる「規模と範囲の経済」を実現する経営階層制の有効な形

成の問題に帰着し，その鍵となるものは結局「トップ・マネジメント」の

Entrepreneurship如何ということになるのではなかろうか．そうであると

すれば本稿の課題は，’二層制のもとにおいてドイッ株式会社企業の「トッ

プ・マネジメント」がいかに形成されたかを考察し，第一次世界大戦前にお

いてアメリカに並んで最も高い生産力と競争力を実現していたとされるドイ

ツの産業大企業の「組織能力」の基盤に光をあてることにある．それはまた

一層制をとるアメリカの取締役会Board　of　Directors制における「トヅ

プ・マネジメント」と「組織能力」のかかわりとの対比によづて，「経営者

資本主義」展開の比較分析の一端にっながることになるであろう．

II「厳格準則主義」期の株式会社監査役Aufsichtsrat制度（1884－1930）

（A）監査役の任免および権限

　監査役は株主総会の議決によって選出され，また任期途中においても解任

されうる．その任免は株主総会の権限に属した．しかしながら監査役会や取

締役会の協議の結果を総会が事実上追認するにすぎないという傾向が否定で

きないところが現実であった．注意すべきは監査役と取締役の兼務の禁止で，

法律はこれによって両機関の相互独立性の確保をはかったのである．

　監査役の職務及び権利の第一に規定されるのは経営管理の全部門にわたる

取締役の業務執行Gesch自ftsmhrungを監督するOberwachenことであっ
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た．このために取締役にたいする権利や総会にたいする義務についても詳細

に定められ，またその地位が強化された．法律上は定款に定めるところとさ

れた取締役の選任は憤習的に監査役に委ねられ，事実上その権限に属するも

のとされた．監査役の職務権限について重要な点は，定款をもって法定職務

以外の監査役の職務を定めることができるとした第二株式改正法第225条第

3項（商法典第246条第3項）の規定である．しかも，法定職務以外の監査

役の職務についての範囲はとくに示されていない．これによって監査役は取

締役の権限の一部を掌握し，あるいは制約することが可能となった8）．監査

役が業務執行を指図したり，重要な業務を決定して直接に企業経営に参加す

ることになる場合には，経営管理の権限を掌握していた改正法以前の管理役

（理事）Verwaltmgsratに再び立ち戻る結果となって二層制の原則，相互

独立性の確保という立法趣旨は実質を失うにいたるであろう．それゆえ監査

役の職務権限の定めが定款に委ねられうるということの意味は大きい、極端

な場合には，監査役が事実上の会社の執行機関となり，従属的地位におかれ

た取締役が単なる実行の具となる途も用意されることになる．それは監督

Oberwachungの機能をもはや含まないものである．このように業務執行と

監督とを職務的にも組織的にも分離し独立させる法の意図を暖昧にする要因

が温存されていたのである．

（B）監査役員の構成

　法律上は総会は三名以上の監査役を選出しなければならないとされるが，

定員の上限はなく定款においてこれを定めることもまれであった．．おおよそ

企業の規模に対応する数が選出されたものとみられるが，20名をこえる場

合も少くなかった．それは以下のように会社の多様な関係がその選出に反映

されていたためでもあウた．監査役には取締役およびその他の同一企業の業

務執行職員をのぞき，非株主も含めて自然人を自曲に選出できたからである．

　実際に選出された監査役の内容について，統計的に十分な把握と分析は未

だ困難であるが，主な構成要素9〕については次の7種類に議論の余地はな

い．すなわち，①大株主（主要出資者）．これには創業者，旧所有者，コン
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ツェルンを含む法人株主（の代表）がぞくする．②銀行・金融機関の代表．

③「利益共同体Interessengemeinschaft」関係にある企業の役員．④小株

主集団の代表者．⑤技術，法律，営業分野の専門家．ただし会計分野はまれ．

⑥退任した取締役員．ただしこの選出には，実際に活動を期待しなければな

らない，いわぱ実力者の場合と，退職慰労の年金待遇に替えられている場合

とが区別される．⑦その他企業イメージのため，あるいは対外コネクション

のための装飾的または補充的人材．退役軍人，退任官僚，作家，政治家その

他の名士である．以上のうち重要なのは①～③であってその他の範騰は数，

活動いずれにおいても一般的にほとんど問題とならない．企業活動において

問題となるのはいうまでもなく大株主と銀行代表の二者であり，ドイッの場

合はとりわけて後者の意義が強調されて来たのは周知のところである．

　企業金融に関してドイッの銀行の設立発起における積極的役割については

あらためて指摘するまでもないが，加えて企業成長の過程や企業結合にとも

なう増資をめぐる融資関係も重要10）であり，「交互計算Kontokorrento」

業務による短期資金調達問題も時期的には顧慮された．さらに看過できない

のは，株式寄託制度による銀行の株主権行使（Depotstimmrecht）の制度

が11）総会に銀行からの監査役選出を重視させるよう働いたことである．

　銀行の監査役ポスト占有については，今世紀初頭来多くの情報が提供され

ている．その一端をみれぱ1905／06年についてベルリンの六大銀行はあわせ

て751の監査役ポストを有し，そのうちドイツ銀行は一行のみで221ポスト

を占めていた．銀行選出の監査役はペルリン証券取引所上場株式会社の監査

役ポストの約30％を占めていたとされるが12），複数企業のポストの交互兼

務によるポス．トの累積によって銀行の影響はいちぢるしく強められた．全体

として銀行および金融界の154名のものが2257の監査役ポストを占め，最

高記録はあるケルンの個人銀行家Privatbankierが40社の監査役を兼任し

た例とされている．

　しかしながらこのような銀行の黄金期は第一次世界大戦前が絶頂であり，

産業企業の進展，まさにチャンドラーのいう「規模と範囲の経済」の推進に
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よって企業金融における銀行依存からの脱却が進むと局面は転換する．戦問

期においては産業企業から選出された監査役の比重が増大することを，近年

の研究はほぽ一致して指摘している13）．そこに企業間関係の新たな様相が

ホされているのである．

（C）監査役の実効的機能

　二層制のもとで自立した機関としての監査役の監督機能はどのような実効

性を得ていたのであろうか．またひろく監査役の活動の実態はどのようであ

ったのか・まず監査役の主たる職務とされたこの「監督」Oberwachmgの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユレギウム内容が必ずしも明らかでないことが注目される．監査役は合議制により会社

の業務執行Gesch差ftsf血nrungの全般にわたづてOberwachen監督あるい

は監視することを共同的職務に義務づけられている．それは監査役員各自の

個人的職務ではない．しかしながら職務履行の方法を法律に規定せず各会社

の実情に適応させ，また職務範囲についての標準規定もなく，監査役（なら

びに取締役）の通常かつ誠実な業務指揮者Gesch射tsleiterの注意義務によ

って実施されることとなっている14）．このようにしてそれ自体として具体

性を欠く監督あるいは監視の概念は　層　義的な明瞭さから遠ざかったもの

となる．

　加えて，先に述べた第225条第3項が問題となる．この規定によって各会

社は法定職務外の監査役の職務を定款において定め，それは1880年代以降

かなり広範におよんだものとみられる15）．法律の定めるところを含めて，

監査役は株主総会の招集をはじめ，取締役その他の主要管理職員の任命，支

配人Prokuristの任命，営業規則の制定，経営拡大方針などの策定，不動産

売買，高額契約の実行，償却，準備金積立などの決定にあたり，またこれら

をめぐって取締役など会社役員に指図した1伍）．とりわけ配当政策や増・減

資，社債発行などの企業金融面での役割は決定的であり，企業の主要業務に

直接関与した．さらに監査役は取締役にたいし助言・援助をあたえるとされ

たが，現実には日常的にかなり業務の細部にまで介入することが助言的行為

としてうけ入れられた．
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　狭義の監督・監視については，報告義務を負う取締役が随時請求に応じて

提出する業務・財務の諸報告を審査してその結果を営業報告，財務諸表等と

して総会の承認を得ることがその内容となる．しかしながら二層制のもとで

自立分離した監査役も企業情報については取締役に依存せざるをえず，現実

には取締役と監査役の共同作業によって作成された報告・諸表が総会に提出

されるのであって，そこに監視的性格の判断を期待することは困難であった．

監査役が真に業務内容を審査し監視できる企業情報に接近しようとすれば，

多かれ少かれ企業経営の実行過程に身をおかざるをえないであろう．ここに

楽観的，観念的な二層制理論のもつ矛盾する問題点のひとつがある．

　一方，監査の内容に決算検査に集約される検査Revisionが含まれること

はいうまでもない．だが大半が経理専門家でなく，また様々な利書関係を背

景にした複数企業との兼任者が一般である監査役の構成と制度は，一面にお

いて高い専門性を含んだ検査の実行への有効性を保ち難いものであった．

個々の監査役員による常時の実質的検査は不可能であり，監査役監査におけ

る検査の内容はきわめて貧微なものというほかなかった．実際に企業活動の

中で検査的職能にはより低次の評価しか認められず，監査役員たちの関心も

きわめて僅かでしかなかった17）．

　こうして機関の構成＝と権限の分配の制度上の厳密さにもかかわらず，監査

役と取締役両機関の機能分離は暖昧化し，監督機関Kontrol1organの内実

はますます指揮Leitungに傾き，監視Uberwachumgと執行FOhrungと

の会社機関における機能分化の不全が進んでいった．そもそも1884年法の

法案理由書において，旧法の業務指揮・執行機関であった管理役（理事）

Verwa1tungsratの機能をもつ監督機関としての構想が監査役について示さ

れ18），業務執行とその監督との区別に厳密な内容規定を与えていなかった

ところからもうかがえるように，二層制を支える理論は未確立であり，現実

的基盤もまた監査役を管理役の延長上に受容してあやしむだけの変化をとげ

ていなかったのであろう．ともあれ1870年からの30年間に，監査役は純粋

な監査機関たることを止め，会社の業務指揮についての意思決定機関の機能
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に転換したとみる見方が有カである工9）．

　この展開については，しか，しながら，所有の状況によって具体的な様相に

差異が生じることに注目しておきたい．すなわち，大株主，同族，子会社な

ど株式保有の集中している場合は，支配的株主とその利益代表が監査役を掌

握し，監査役は事実上の上級経営管理機関として取締役を指揮した．一方，

分散所有のもとで有力株主勢カが形成されない場合は，取締役が執行権を基

盤に長期的およぴ短期的な政策意思決定を実行し，また株式議決権の代理行

使などを利用して総会を方向づけ，事実上監査役を選出するなど，これを従

属化するにいたる．監査役は場合によって支配的経営管理機関となり，場合

によっては補充的経営管理機関となるのである20）．

　いずれにせよ，監査役は取締役と一所に株式会社の管理を形成したのであ

り，それはつねに事実上の管理役Verwaltmgsratとして機能し，あらゆ

る法的規制にもかかわらず企業者機能を保持しつづけた21〕とみられている．

これが二層制の現実の帰結であって，二層制の理念によって監査役をその本

来の監督機能に囲い戻そうとする立法者の試みは，ドイッ株式法史上ついに

成果をみないままに終った22）．総会における株主一般の立場，とりわけ少

数株主の立場に立って業務執行を監視するというような社会的期待はそこで

は問題となる余地はなかったのである．

．監査役が企業者機能を担いつづけたという場合，全体としての（あるいは

多数の）監査役員がそのような役割を実践したとみるのは当を得ていない．

実際は23），いわゆる監査役会議長や監査役会の各種委員会で活動する有力

監査役員が取締役とともに経営管理の頂点を形成したのである（一般に監査

役員の数は大人数で同一会社の経営に専念する立場にない兼任者が多数であ

った）．ここにこの時期のドイツ株式会社大企業における「トップ・マネジ

メント」の所在を見出すことができよう．このような監査役を用具として，

大銀行と大企業とによる資本結合が強力に展開した．ドイツ経済史の発展過

程においてこの資本緒合は政治的変動をこえて安定を持続しえたのであった．

　監査役はこのように経営陣として同質化するか，無力化するか，あるいは
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助言者として補助的立場にとどまるかの三方向が現実に可能なあり方であっ

た24）第一の場合は主要株主の利害を主とする行動につながり，第二は取

締役の企業指導に追随することになる．事例的には第三の方向がかなり優勢

にみられたものと考えられる．とくに銀行の役割は助言機能の最大のもので

あった．この助言機能は企業規模との相関がみとめられるという25）．中小

規模の株式会社の場合，企業金融の面において銀行依存が顕著であったのみ

でない．成長途上にあるそれらの企業は，経営階層制もおおむね未成熟であ

り，専門経営者の人材スキルも不足がちであづた．豊富な情報と人材を擁す

る銀行からの助言が監査役を媒介として注入されえたのである．もとより企

業の成長と金融需要の変動によってこの関係も変化する．

III大企業形成と「監査役」一アメリカの「取

　　締役会（Board　of　Directors）」との比較

　ドイツ独特の二層制の機構を担う監査役の制度と，19世紀末葉来の大企

業組織の形成過程とはどのように関連づけられるだろうか．経済発展の構造

と法制展開の間に一義的な論理的整合関係をもとめることはできないとして

も，歴史的な同時性のうちに両者が共通の基盤を有した事実は，相互の関連

性を問う根拠をあたえるであろう．一般的にドイツ株式法は企業の拡大と集

中にプラスの効果をもたらしたと評価されている26）．とりわけドイツで大

きな役割をもった銀行の企業金融の効率と安全の確保，企業結合による競争

回避的（協調的！）企業行動などには監査役制度は絶好の支柱となった．し

かしながら監査役はすでにふれたように，立法的に期待された「監督」機能

をこえて実質的に業務執行機関化する傾向を含んでいたとはいえ，あくまで

も二層制の枠内のものであり，それ自体として会社権能を一元的に掌握する

ものでなかづた．またその効用も二層制の否定を必要としていなかった．こ

のことは，チャンドラーが大企業組織の形成とその持続的成長の動因とする

組織能力の観点からはいかに理解されるものであろうか．チャンドラーによ

れぱ大企業体制にとって組織能カはドイッの場合アメリカにおける国内市場
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に匹敵するほどの重要性があったという27）．それだけに組織能力のメカニ

ズムの一端として監査役制度を見ておく必要が生じるのである．

　ここでまず目を転じてドイツにおける大企業体制展開の基本方向とアメリ

カのそれと比較して確認しておこう28）．カルテル行為が容認されたドイツ

では，企業の結合はカルテルにはじまり，その不安定性を克服すべく共同販

売機構（シンジケート）を設けるところに進む．しかし市場段階の統合とし

てはなお低い次元にとどまる共同販売会社方式では安定性と合理化に制約が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　インテレリセンケマインンヤヲト
なお大きい．世紀の交に広く登場する「利益共同体IntereSSengemei－

nschaft」はこの制約を除去するものとして，いわぱ協調的市場行動組織の

完成を目ざしたものであった．英米のプールと異なり，そのような意義をも

ってドイッでは「利益共同体」はかなりの定着をみた．とはいえ統合の点か

らはこれもまた一体化における本質的な限界が組織能力の障壁を残しつづけ

た．ここにおいてこうした制約をのりこえるものとしてコンツェノレン形成に

到達したのである．こうしてドイッにおける企業統合はカルテルからコンツ

ェルンヘのゆるやかで漸進的な移行を辿った．監査役制度は，人的結合を軸

としつつこの過程を一貫して支えたが，反面，このような統合は経営管理権

限の集中と自立性強化については限界のある結果をともなった．

　一方，アメリカ合衆国においては，市場独占にたいする禁止法制によって

カルテル・トラストの存立の余地がなかったため，企業統合はまず持株会社

Ho1ding　Companシの制度を普及させた．これは実質的にはトラストに異る

ところはなかったとされるものの，企業間競争の進行（競争的！）は一歩す

すめて合同Fusionへ向わせた．すなわちアメリカでは持株会社から合同へ

の急速な進展が基本方向であづて，個別産業の全体的規模での合同もまた展

望されたのである、これはもづとも強力に統合と組織化，合理化を推進する

方向であり，そこでは経営管理権限の集中と自立性強化によって組織能力の

目ざましい実現がもたらされた．

　そこで経営管理権限のあり方に関して株式会社制度を検討しておく必要が

ある．その中核をなすものとして「取締役会」Board　of　Directorsが問題
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となるであろう．以下，ドイッの「監査役」Aufsichtsratと対照しつつ，

アメリカの「取締役会」29）Board　of　Directorsをめぐって要点を確認してお

くこととする．株主総会によって選任された取締役Directorによって構成

される取締役会は会社機関として会社の権能を最終的に掌握し，基礎的な政

策決定を行う統一的経営管理機関であって，一層制の構成をなす、したがっ

てここでは監督および執行の機能分化は意味をもたない．会社のすべての権

能は取締役会によるか，あるいはその授権のもとに行使されねぱならないの

であり，会社の業務は取締役会が自ら決定するか，またはその指示のもとで

他者に行わせることとされる．企業規模の拡大とともにやがて取締役会の運

営は2名以上の取締役からなる「委員会」Comnitteeを編制して，これに

経営事項を委譲する方向をとった．委員会と、して一般的にみられるのは，執

行（経営）executive委員会，財務nnance委員会，監査audit委員会な

ど30〕であるが，最終的な監督権限は取締役会が留保し，また配当，総会議案，

取締役補充や役員候補にかんする人事事項など最重要事項とされるものは委

員会に委譲できなかった．

　取締役会の強力な地位は総会にたいする自立性にその一端が示されてい

る31）．たとえぱ，増資の場合，ドイツでは総会の決定は即時実行すべきも

のとされたが，アメリカの実践においては，総会決定の実行は決定の範囲内

での具体化が，時押，発行新株数等々にかんして相当広範た取締役会の判断

に委ねられていた一これは水増し増資など乱用の危険もともなったとはいえ，

取締役会の権限の強さをうかがわせるものであり，積立準備金法どのいわゆ

る内部金融を含めて企業金融について取締役会は決定権をおさえていた．

　このように強カな会社機関はドイツでは相当するものがみられないが，さ

らに注目すべき制度はアメリカ会社法が会社業務の実行に当るものとして定

める役員o節Cer32）である．役員は通常取締役会によって選任され，取締役

会の決定した会社の経営を実行する責任と権限を有する．役員としては，

President（社長），Secretary（総務部長），Treasurer（経理部長）などが

一般に法定されるが，そのほかに役員を置くことは制限されない．役員の権
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限について制定法は詳細を規定せず，定款および取締役会決議によって定め

るところに委ねている．また，根幹となる最重要事項一配当，総会，取締

役人事など一をのぞき一般的な経営の決定権限を役員に委譲することが取

締役会決議で可能とされ，そのかぎりで役員は会社経営の決定権限をもつこ

ととなる．委譲による権限の移転あるいは集中と会社の企業意思決定の調和

が可能となる条件として兼務の容認に注目すべきである．ドイツ法では二層

制の原則のしからしむるところとして，取締役と監査役の兼務は禁止され，

会社機関たるこ一れら役員と使用人たる幹部管理職員（1eitende　Angestel1te）

の区別も厳守されたが33），アメリカ法七は取締役は役員o冊Cerおよぴ使用

人（emplOyee）たる地位を兼務すること，ならびに同一人物が複数の役員

ポストを兼任することが容認され，かつまたひろく一般に行われた（ただし

通常PresidentとSecretaryの兼摂は禁止された）．ここから取締役は，役

員あるいは使用人を兼務する取締役いわゆる社内取締役inside　directorと

それ以外の社外取締役outside　directorに区分される．使用人であり，役

員であり，さらに取締役である者こそが職業的専門経営者の完結像であるこ

とはいうまでもない．

　強力な取締役の権限にもとづき，あるいは直接その委譲をうけて会社経営

を決定しかつその業務執行を実行する社内取締役の権限は当然ながらきわめ

て大きい．多くの州の会社法は社長には取締役が就任するものとしており，

それが本来最高業務執行役員Chlef　Execunve　O術cerであるが，大企業の

場合は，CEOには一般に取締役会議長chairman　of　boardが選任されるこ

とが多いとされる34）．これらが．「トソプ・マネジメント」であり，社内取

締役を含む役員が実質的な一元的経営管理機関としての「マネジメント」を

構築しているのである．

　制度上取締役と役員は峻別されるものの，兼務によって二層制への転化は

生じない．法的権限においては取締役会が強力であるが，実践的には役員が

形成する「マネジメント」が優位に立つヨ5）．重要な例として，議決権行使

委任による総会議決しrわゆるProxy－systemも実質的には社長の管理に委
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ねられてその実権強化の手段となり，また取締役個々も地位の保全等をめぐ

って社長および役員からの独立性を失い，社外取締役は企業情報についても

役員に依存するほかなかった．こうして取締役会の形骸化，とりわけ社外取

締役の無力化が久しく指摘されている36）．

　取締役会は役員選任，配当決定，株主総会招集などの事項にかぎって開催

され，日常経営に関する決定は委員会に委ねられ，業務執行は役員が実行す

る．会社経営の中心は委員会に移り役員の手に掌握され，取締役会は経営意

恩決定機関から委員会および役員の決定とその実行を監視する機関に変質し

つつあるという．取締役会は本来的には監視，監督ではなく基本方針の策定

と業務執行に当るべきものであったが，役員の果す機能の増大によってこう

した変質をせまられたとすれぱ，それはまさに統合された大企業組織の進展，

それと相互促進的な経営階層制の成長の結果をあらわすものと理解すること　　・

ができよう．

　「マネジメント」の自立的展開の前提となる所有と経営の分離は，いうま

でもなく法制が直接もたらしたものでないが，株式法はこの分離の促進と制

度化にプラスの効果をもち，とくに組織にかんする法規のあり方は重要な役

割をはたした．製品多角化戦略や市場段階の統合などについては法制は部分

的にこれを可能にし，また促進したと考えられる．いずれにせよ，取締役会

から委員会への実権の移行，役員の実質的な支配の形成，社内取締役＝役員

による「マネジメィト」および「トップ・マネジメント」の確立は，職業的

専門管理者による経営者支配への確実な歩みであった．

IV　「監査役」制度の経営史的位相

　　　一結びにかえて一

　ドイッとアメリカの会社法を比較する場合，より厳格な構成と規定をそな

えたドイッ法よりも，形式的には一層厳密明確さを欠きいわぱルーズなアメ

リカ法の方が，産業経済の変動にたいする企業のダイナミックな意思決定を

促進するうえで，多くの点においてより柔軟かつより強力に適合していたよ
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うに思われる．

　アメリカにおいては一層制の取締役会にとって代る委員会と役員によって

経営管理の体制が確立され，社内取締役を中心とする経営階層制を駆使した

管理的調整活動のシステムが生成した．これを指揮する「トヅプ・マネジメ

ント」の強力な立場からいわゆる組織能力の発展が競争圧力のもとでおしす

すめられた結果，産業企業の大規模統合体制の躍進による世界経済のリード

が緒実した．そこでは同一産業を一企業に統合する程の企業合同を通じて合

理化の徹底した追求が可能となった．会社法制はこれに適合的であり，その

促進的効果のもとに職業的専門管理者の支配する「競争的経営者資本主義」

のヘゲモニーが樹立された．

　これにたいして二層制をとるドイツにおいては，会社経営を指揮する経営

管理（「マネジメント」）の体制の自立的形成は明確さを欠いた．業務執行機

関である取締役は，アメリカの役員O冊Cerと異って本来の決定権者である

が，管理の機能は監査役との間で重層化され，形式上の機能分化にもかかわ

らず実質的には重畳する権限上暖昧なシステムに帰着している．二層制のも

とで生成した事実上の経営管理の指揮組織，意思決定の企業者機能の担い手

は，それが有力監査役員を主体とするものであれ，取締役員を主体とするも

のであれ，あるいは両者の混交からなるものであれ，あくまで事実的存在で

あうてアメリカの「役員」のように制度化されたものではない．それは人的

要因に依存する事実関係にもとづく主観的な範曙であって，「トップ・マネ

ジメント」を表象する最高執行役員Chief　Executive　O冊cerのような客観

的指標は存在しないのである．それは経営権力の相対的な弱体性，凝集度の

低さを示すといえないであろうか．競争回避的な「協調的」企業体制のもと

では徹底的な合理化をめざす統合の根拠は薄弱であり，そのいみで「監査

役」制度は「協調的経営者資本主義」に親和性を有したといえよう．37）

　「利益共同体」のような企業結合のあり方にとって二層制による経営管理

は適合的であった38）としても，コンツェルン的結合から・更に統合をすすめ

て産業部門的規模での合理化が課題となるような場合，それに対応すぺき組
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織能力の展開にとってこのシステムは弱体であるといえないであろうか．

1920年代にドイツ大企業において専門経営者が合理化をすすめ，かつまた

監査役員に産業企業関係者の増加する事実をもって専門経営者による企業支

配の進展が指摘されているヨ9）が，しかしそれも二層制の枠をこえる発展に

まではいたらなかった．「協調」性は持続し，合理化もアメリカを凌駕する

水準にまでは達しなかった．

　「経営者資本主義」における経営者支配の観点からするとき「協調的経営

者資本主義」は「競争的」なそれにたいして経営権力の組織化と集中のより

低い水準を示したと考えられる．それはまたドイツとアメリカの産業企業の

間での組織能力の条件の相異の問題40）ともなるであろう．
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